
 
 
 
 
 

 

 
 
   

 

 

 
   

 
   

   

 
   

   

     

   

   

   

 
 

(％表示は、対前期増減率) 

 

平成25年３月期 決算短信〔日本基準〕(連結)
平成25年５月10日

上 場 会 社 名 カルビー株式会社 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 2229 URL http://www.calbee.co.jp

代  表  者 (役職名) 代表取締役社長兼COO (氏名) 伊藤 秀二

問合せ先責任者 (役職名) 執行役員 財務経理本部長 (氏名) 菊地 耕一 (TEL) 03-5220-6222

定時株主総会開催予定日 平成25年６月26日 配当支払開始予定日 平成25年６月27日

有価証券報告書提出予定日 平成25年６月26日

決算補足説明資料作成の有無 ： 有

決算説明会開催の有無 ： 有 （機関投資家・アナリスト向け）

(百万円未満切捨て)

１．平成25年３月期の連結業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 179,411 9.9 15,790 28.9 17,127 37.2 9,440 33.0
24年３月期 163,268 5.0 12,247 14.3 12,486 18.1 7,096 66.8

(注) 包括利益 25年３月期 11,541百万円( 52.4％) 24年３月期 7,571百万円( 85.5％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年３月期 288.73 283.65 11.4 14.7 8.8
24年３月期 220.29 215.91 9.6 12.0 7.5

(参考) 持分法投資損益 25年３月期 －百万円 24年３月期 －百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 124,793 92,685 70.2 2,658.22
24年３月期 108,474 80,417 71.6 2,386.63

(参考) 自己資本 25年３月期 87,554百万円 24年３月期 77,663百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年３月期 17,328 △12,999 607 25,331
24年３月期 7,049 △5,347 △411 19,448

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産 
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 － 0.00 － 42.00 42.00 1,366 19.1 1.8
25年３月期 － 0.00 － 62.00 62.00 2,042 21.5 2.5

26年３月期(予想) － 0.00 － 72.00 72.00 22.8

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 190,000 5.9 18,000 14.0 18,000 5.1 10,400 10.2 315.75

OKBPC726
新規スタンプ



  

 
   

 
  

   

   

   

   

 

   

   

   

（２）個別財政状態 

 
   

   
  

 

 
  

 

 
  

※ 注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

  新規 １社 (社名)カルビー(杭州)食品有限公司 、 除外 －社 (社名)－

(注)詳細は、添付資料20ページ「４.連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項」をご覧ください。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

(注)当連結会計年度より減価償却方法の変更を行っており、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場

合」に該当しております。詳細は、添付資料20ページ「４.連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項」をご覧くだ

さい。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年３月期 32,937,450株 24年３月期 32,540,950株

② 期末自己株式数 25年３月期 －株 24年３月期 －株

③ 期中平均株式数 25年３月期 32,696,673株 24年３月期 32,215,557株

(参考) 個別業績の概要
１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 141,684 11.0 12,321 27.1 14,082 34.0 7,987 31.4
24年３月期 127,592 4.1 9,693 19.9 10,510 21.6 6,079 34.8

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

25年３月期 244.30 240.00
24年３月期 188.73 184.98

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 106,674 79,473 74.5 2,411.33
24年３月期 95,102 72,127 75.8 2,213.89

(参考) 自己資本 25年３月期 79,423百万円 24年３月期 72,042百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商

品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は経済情勢等様々な不確定要因により、これらの予想数

値と異なる場合があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい

ては、添付資料２ページ「１.経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧くださ

い。

２  平成26年３月期の１株当たり当期純利益は、予定期中平均株式数32,937,450株により算出しております。

３  当社は、平成25年５月10日(金)に機関投資家・アナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。この説明会

の動画については、開催後当社ホームページに掲載する予定であります。
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・当期の経営成績  

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要や、政権交代以降の金融緩和策等を反映し

た株高や円高是正により、緩やかな回復基調にあるものの、国際的な金融不安やデフレーションの影響等により、

依然として先行き不透明な状況が続きました。スナック菓子業界におきましても、引き続き低価格志向が強まりま

したが、他の菓子業界と比較して、値ごろな価格帯とボリューム感がお客様に評価され、市場規模は前年並みとな

りました。 

このような環境にあって、当社グループは、引き続き、イノベーション（成長戦略）とコスト・リダクションを

経営の二本柱とする事業活動を推進しました。イノベーションでは、海外事業の拡大に向けた取り組みとして、北

米においてPepsiCo,Inc.（ペプシコ）グループと業務提携しました。また、中国、台湾に康師傳(カンシーフ)グル

ープとの合弁会社を設立しました。さらに、インドネシアではWingsグループとの合弁会社の設立を決定しました。

国内事業では、ポテトチップスの積極展開や新製品「ベジップス」の全国展開などにより、市場シェアを向上させ

ることができました。また、シリアル食品の「フルグラ」が、積極的なＰＲおよびプロモーション活動を強化した

ことにより、認知度が高まり、大幅な売上アップとなりました。コスト・リダクションでは、集中購買や稼働率の

向上などにより製造原価率を低減させることができました。しかし、昨年11月当社湖南工場製造の「堅あげポテ

ト」におきまして、ガラス片混入事故を発生させ、対象製品の自主回収をいたしました。お客様、株主の皆様なら

びに関係各位にご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申し上げます。今後も、品質・安全性を最優先し、再発

防止に向けた取り組みを徹底してまいります。 

  

当連結会計年度の売上高は、食品製造販売事業が好調に推移したことにより、179,411百万円（前連結会計年度

比9.9％増）となりました。利益面では、国内市場でのシェア拡大を図るため販売促進費を積極的に投下したことに

より売上が拡大し、また、それに伴い稼働率が向上したことで製造原価率が低減し、営業利益は15,790百万円（前

連結会計年度比28.9％増）となりました。経常利益は、円安による為替差益の発生などにより、17,127百万円（前

連結会計年度比37.2％増）となりました。当期純利益は、「堅あげポテト」の自主回収に伴う損失370百万円を計上

したものの、9,440百万円（前連結会計年度比33.0％増）となりました。売上高、利益ともに、東日本大震災の影響

を受けた前連結会計年度と比較して大幅な増加となりました。 

  

・事業別の状況 

 (食品製造販売事業) 

食品製造販売事業の売上高は176,993百万円（前連結会計年度比10.1％増）となりました。 

 ・スナック菓子 

スナック菓子の売上高は、ポテト系スナックや新製品「ベジップス」、海外事業の伸長により、155,659百万

円（前連結会計年度比10.2％増）となりました。特に、「ベジップス」は、昨年10月に全国展開を完了し、また

テレビCMや店頭プロモーションを行ったことにより売上が拡大しました。 

① ポテト系スナック 

「ポテトチップス」は、ベーシックシリーズ（うすしお味・コンソメパンチ・のりしお）の増量キャンペー

ンや、「堅あげポテト」の値ごろな価格帯へのリニューアルや地域限定品・期間限定品の発売などによって、

国内シェアを向上させることができました。また、「じゃがりこ」は、サラダ・チーズなどの定番品が好調に

推移したことに加え、「たらこバター」の定番化（コンビニエンスストア限定）や「お・と・な じゃがり

こ」の期間限定品の発売により、売上が拡大しました。「Jagabee」は、製品ラインナップの強化により、売

上が伸長しました。その結果、売上高は103,774百万円（前連結会計年度比8.4％増）となりました。 

② 小麦系スナック 

小麦系スナックの売上高は、「かっぱえびせん」の地域限定品・期間限定品が好調に推移したことなどによ

り、21,457百万円（前連結会計年度比6.8％増）となりました。 

③ コーン系スナック 

コーン系スナックの売上高は、「マイクポップコーン」や「チートス」などの主力製品が堅調に推移したこ

とで、13,286百万円（前連結会計年度比0.2％増）となりました。 

④ その他スナック 

その他スナックの売上高は、「ベジップス」、海外事業の伸長により、17,141百万円（前連結会計年度比

41.2％増）となりました。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析
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  ・その他食品（ベーカリー、シリアル食品） 

その他食品の売上高は、シリアル食品が好調で、21,334百万円（前連結会計年度比9.3％増）となりました。

シリアル食品は、「フルグラ」のＰＲ活動の強化とスーパーマーケットやドラッグストアなどの導入率拡大によ

り、売上高は前連結会計年度を大幅に上回りました。 

  

 (その他事業) 

その他事業の売上高は、物流事業は堅調に推移したものの、販売促進ツールの売上高が減少し、2,417百万円

（前連結会計年度比3.1％減）となりました。 

  

・次期の見通し 

今後の経済環境を展望しますと、デフレーションの進行や原材料価格の高騰など先行き不透明な状況が続くもの

と見られますが、当社グループは継続してイノベーション（成長戦略）とコスト・リダクションの推進により増収

増益を図ってまいります。 

食品製造販売事業のうち、スナック菓子は、ポテト系スナックや「ベジップス」の販売拡大と海外展開（北米、

中国等）の強化により増収を見込んでおります。その他食品（ベーカリー、シリアル食品）は、「フルグラ」の販

売拡大により、増収を見込んでおります。 

その他事業の売上高は、販売促進ツール及び物流事業の売上が伸長する見通しであることから、増収を見込んで

おります。 

以上により、平成26年３月期の連結売上高は、190,000百万円（前連結会計年度比5.9％増）となる見通しです。

利益面では、原材料価格の上昇が見込まれますが、売上拡大とコスト・リダクションへの取り組みにより、営業利

益は18,000百万円（前連結会計年度比14.0％増）、経常利益は18,000百万円（前連結会計年度比5.1％増）、当期純

利益は10,400百万円（前連結会計年度比10.2％増）を見込んでおります。 

  

  

① 資産、負債及び純資産の状況  

当連結会計年度末における資産は124,793百万円となり、前連結会計年度末に比べ16,318百万円増加いたし

ました。この主な要因は、有価証券と有形固定資産が増加したことによるものです。有価証券は、譲渡性預

金、合同運用指定金銭信託及びコマーシャルペーパーの取得により増加しました。有形固定資産は、海外事業

の拡大戦略に沿って、北米、中国、台湾に工場設備を取得したことにより増加しました。 

負債は、未払法人税等及び未払費用が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ4,050百万円増加し、

32,107百万円となりました。 

純資産は、利益剰余金と少数株主持分が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ12,267百万円増加

し、92,685百万円となりました。 

  

この結果、自己資本比率は70.2％となり、前連結会計年度末に比べ1.4ポイント低下しました。また、１株

当たり純資産額は2,658円22銭となりました。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、

5,883百万円増加し、25,331百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動によるキャッシュ・フローは17,328百万円の純収入（前連結会計年度は7,049百万円の純収

入）となりました。この主な要因は、法人税等の支払額6,148百万円の資金の減少があったものの、税金

等調整前当期純利益15,979百万円、減価償却費6,318百万円の資金の増加があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動によるキャッシュ・フローは12,999百万円の純支出（前連結会計年度は5,347百万円の純支

出）となりました。この主な要因は、固定資産の取得による支出7,298百万円、有価証券の取得による支

出3,000百万円及び定期預金の預入による純支出3,010百万円の資金の減少があったことによるものです。

（２）財政状態に関する分析
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動によるキャッシュ・フローは607百万円の純収入（前連結会計年度は411百万円の純支出）とな

りました。この主な要因は、配当金の支払額1,523百万円の資金の減少がありましたが、少数株主からの

払込みによる収入1,614百万円の資金の増加があったことによるものです。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
※当社は平成21年３月期より連結財務諸表を作成しております。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）平成22年３月期以前は非上場のため時価ベースの自己資本比率は記載しておりません。 

（注４）キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。 

（注５）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

（注６）利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

  

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題のひとつとして認識しており、収益性の向上や財務体質の強

化を図りながら、連結業績の向上に応じて、継続的かつ発展的な利益還元を行っていく方針です。内部留保資金に

つきましては、企業価値向上のための設備投資等に活用していく所存です。 

当期末の配当につきましては、継続的かつ発展的な配当を基本にしつつ、連結業績や財務状況等を総合的に勘案

し、１株当たり62円とする予定です。（本年６月26日開催予定の第64回定時株主総会に提案予定。） 

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めておりますが、年間

業績等を見極めた上で、年１回の配当とさせていただいております。 

次期の年間配当につきましては、１株当たり10円増配し、72円の予定です。 

  

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率(％) 56.0 65.2 70.7 71.6 70.2

時価ベースの自己資本比率
(％)

－ － 73.9 126.4 201.4

キャッシュ・フロー 
対有利子負債比率(年)

1.8 0.4 0.0 0.1 0.0

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍)

38.2 118.6 247.2 1,031.4 6,470.2

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。必ずし

も事業上の重要なリスクとは考えていない事項についても、当社グループの事業活動を理解する上で重要と考えら

れる事項については、積極的な情報開示の観点から記載しております。 

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針であります。なお、以下の記載内容及び将来に関する事項は現時点において当社グループが判断したものであ

ります。 

  

① 製品開発 

当社グループは、自然素材のもつ栄養や美味しさを最大限活かし、ユニークで価値ある製品を提供するための研

究開発活動を行っております。一方で、お客様の嗜好の多様性や健康指向の高まり、国内の少子高齢化等、当社グ

ループを取り巻く環境は大きく変化しております。このような市場の変化にいかに迅速に対応し、付加価値の高い

製品を開発できるかが、今後の当社グループの事業拡大にとって重要な課題となっております。このため当社グル

ープでは、新製品開発、現行製品の改良、コストダウン、基礎研究の分野で研究開発活動を毎期計画的に実施して

おります。しかしながら、これらの開発投資が成功し、全て新製品の発売につながるという保証はなく、また研究

開発テーマが、市場ニーズと乖離して受け入れられない場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与

える可能性があります。 

  

② 原材料の調達 

ポテトチップス、じゃがりこ、Jagabee等ポテト系スナックの原料となる生馬鈴薯は、原則輸入が認められてお

りません。当社グループは、国産生馬鈴薯の品質、数量、価格における安定した調達を実現するために、ポテト系

スナックの発売当初から契約栽培による調達体制の構築を図ってまいりました。この契約栽培により安定的な調達

が可能となっておりますが、作況によっては、原料馬鈴薯の不作によって量の確保ができず、販売機会を失う恐れ

や、緊急調達によるコスト増など、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

また、食油などの副原料や包装資材といった原材料全般にわたって、需給動向や原油価格の変動などにより調達

価格が変動し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

③ 製品の安全性 

近年、消費者からの食品に対する安全性への要求はますます高まっております。この問題に対処すべく当社グル

ープでは、原材料の品質、生産工程などを厳格に管理し、製品の品質や異物混入などには万全の注意を払っており

ますが、原材料や製造工程等に想定外の事態が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を

与える可能性があります。 

また、平成14年４月にスウェーデン政府より、炭水化物を多く含む食品を焼く又は揚げることにより発がん性物

質（アクリルアミド）が生成される旨の調査結果が発表されましたが、厚生労働省は平均的な摂取量であれば人に

対する影響は想定されないとしており、これまでのところ当社グループの経営成績も影響を受けておりません。し

かしながら、将来的にはスナック菓子業界全体に影響を与える問題に発展する可能性があります。 

  

④ 競合リスク 

当社グループは、スナック食品市場において、安定して高いシェアを維持しておりますが、国内同業他社や巨大

外国資本の参入あるいはM&Aによる業界再編等により競争が激化した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を与える可能性があります。 

また、同業他社が当社グループより低価格での製品提供を行い、対抗する必要が生じた場合には、販売価格の引

き下げの選択、その結果として利益率の低下等、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があ

ります。 

  

⑤ グローバル展開 

当社グループは、国内市場に限らずアメリカ・タイ・香港・中国・韓国・台湾の子会社を通じて事業展開を推進

しております。中長期的な成長を図るためにはグローバルな視点での市場開拓は必須であると考えており、今後は

より一層のスピードと競争力を持って事業展開を図っていく方針です。しかしながら、グローバル市場開拓が進ま

ない可能性があり、その場合、当社グループの成長戦略の見直しが行われることがあります。また、当社グループ

が事業展開を図っていく様々な国や地域における政治的、経済的状況等の変化や外国為替相場の変動等が、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

（４）事業等のリスク
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⑥ 大株主との関係 

当連結会計年度末時点において、PepsiCo,Inc.（以下、「PepsiCo」という）はその100％子会社FRITO-LAY

GLOBAL INVESTMENTS B.V.（以下、「FLGI」という）を通じて当社株式の20.00％（潜在株式数考慮後）を保有して

おり、当社はPepsiCoの持分法適用関連会社であります。当社株式を直接保有するFLGIはPepsiCoの100％子会社であ

るため、当社普通株式の議決権等に関する実質的な判断については、PepsiCo が行っております。なお、PepsiCo

は、世界最大の食品飲料メーカーの１つであり、ニューヨーク証券取引所に株式を上場しております。また当社と

同業であるスナック菓子事業については、同社の子会社であるFrito-Lay North America, Inc.を中心としたグルー

プ各社でグローバル展開をしております。 

当社とPepsiCoは、両社の経営能力を組み合わせシナジー効果を発揮することが、両社の継続的な成長に必要と

の判断から、平成21年６月24日に戦略的提携契約（以下「本契約」という）を締結しました。PepsiCoとのパートナ

ーシップを強固なものとするため、PepsiCoの100％子会社であるFLGIに対して第三者割当増資を実施し、あわせて

PepsiCoの子会社ジャパンフリトレー㈱の株式の100％を取得いたしました。 

なお、本契約において、PepsiCoは日本国内においてスナック菓子事業を営まない旨の合意がなされていること

から当社と競合関係にはなりえず、また海外での事業展開については何ら制約を受けていないことから、当社の経

営判断や事業展開の制約にならないものと認識しております。 

当社は、PepsiCoとの戦略的提携関係を維持し、企業価値の向上に努める所存でありますが、将来において

PepsiCoの経営方針や事業戦略の変更が生じた場合、当社は提携によるシナジー効果を発揮できない可能性がありま

す。また、何らかの要因により本契約が解消された場合には、日本国内においてPepsiCoグループと競合関係が生じ

る可能性があります。これらの事象が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

a．人的関係 

現在、PepsiCoグループより社外取締役１名を招聘しております。招聘理由は、世界的食品業界事情に精通し

ており、多国籍企業の経営者としての知識・経験を当社経営に活かしていただくためであります。 

 
  

ｂ．取引関係 

当社子会社のジャパンフリトレー㈱はPepsiCoグループのFrito-Lay,Inc.よりスナック菓子の輸入を行ってお

ります。また、平成25年４月より、当社子会社のCalbee North America,LLCは、PepsiCoグループのFrito-Lay

North America, Inc.にスナック菓子の販売を行っております。 

   

ｃ．資本関係  

PepsiCoとの本契約においては、提携関係を維持するとの観点から、PepsiCoが当社株式の持株比率について、

20％の水準を超えない旨を定められております。なお、将来において、PepsiCoもしくは当社の経営方針や事業

戦略の変更が生じた場合あるいは当社内外の経営環境の変化等により、PepsiCoの当社に対する持株比率が変更

される可能性があります。 

  

⑦ 法的規制 

当社グループは事業活動を遂行するにあたり、食品衛生法、景品表示法、計量法、不正競争防止法、植物防疫

法、及び消費者安全法等、様々な法的規制を受けております。今後、これらの規制の改廃もしくは新たな法的規制

が設けられた場合には、それらに対応するための追加コスト等が発生し、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を与える可能性があります。 

また、当社グループは、事業活動に必要な各種許認可等を受けておりますが、法令違反等より、許認可等が取り

消された場合には、当社グループの事業活動が制限され、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可

能性があります。 

  

氏名 当社の役職 PepsiCoグループにおける役職

Ümran Beba 取締役 PepsiCo Asia Pacific Region President
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⑧ 天災リスク 

当社グループでは、生産ラインの中断による潜在的なリスクを回避するため、必要と考えられる定期点検を行っ

ております。また、生産拠点を分散させることにより安定供給体制を構築しております。しかしながら、天災等に

よる生産設備における災害については完全に防止できる保証はありません。こうした影響は、売上高の低下、コス

トの増加を招く可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

⑨ 固定資産の減損に関するリスク 

当社グループでは、事業目的に使用する設備、不動産をはじめとする様々な資産を所有しております。今後、資

産の利用状況及び時価の下落、将来キャッシュ・フローの状況等により、減損処理が必要となった場合、当社グル

ープの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑩ 知的財産権に関するリスク 

当社グループは、専門部署を設置し、各種知的財産権の保護・管理に努めると同時に、第三者の保有する権利を

侵害しないように努めております。しかしながら、当社グループの知的財産権を第三者によって不正に利用された

り、また当社グループが第三者により知的財産権侵害の追及を受ける場合等には、当社グループの経営成績及び財

政状態に影響を与える可能性があります。 

  

⑪ 環境に関するリスク 

当社グループは、エネルギーロス削減をテーマとした省エネルギーへの取り組みによって、省資源、CO2削減を目

指し、環境に関連する各種法令、規制等を遵守しております。しかしながら、関係法令等の改正によって、新規設

備投資や廃棄物処理方法の変更などの必要が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与え

る可能性があります。 
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当社グループは、当社、子会社21社（国内11社、海外10社）及び関連会社３社で構成され、主としてじゃがいもを

原料としたポテトチップスなどのポテト系スナック、小麦系スナック、コーン系スナックの製造販売を行っておりま

す。スナック菓子のほかに、ベーカリー、シリアル食品の製造販売などを行っております。また当社は米国の食品飲

料メーカーPepsiCo,Inc.の持分法適用関連会社であります。 

創立以来、自然の恵みを大切に活かし、おいしさと楽しさを創造して、人々の健やかなくらしに貢献するという企

業理念のもと、製品・サービスを提供しております。 

  

当社グループの事業に係わる主要各社の位置づけは、次のとおりであります。 

  

（食品製造販売事業） 

・スナック菓子部門 

国内では、当社及びジャパンフリトレー㈱が製造販売するほか、製品の一部を㈱カルナックを通じて販売して

おります。一部の製品についてはカルビーポテト㈱及びオイシア㈱、カルビー・イートーク㈱が製造を行ってお

ります。また、原材料の調達を目的として、カルビー食品㈱、カルビーポテト㈱があります。 

海外では、米国においてはCalbee North America, LLC、タイにおいてはCalbee Tanawat Co.,Ltd.、香港にお

いてはCalbee Four Seas Co.,Ltd.、中国においてはカルビー四洲（汕頭）有限公司及びカルビー（杭州）食品有

限公司、韓国においてはHAITAI-CALBEE Co.,Ltd.、台湾においては台北カルビー食品股份有限公司が製造販売を

行っております。また、原材料調達及び一次加工品の製造を目的として、青島カルビー食品有限公司、烟台カル

ビー商貿有限公司があります。 

  

・ベーカリー部門 

小売業者向けの菓子パン・惣菜パンの製造販売はガーデンベーカリー㈱及びタワーベーカリー㈱が行っており

ます。 

  

・シリアル食品部門 

シリアル食品の製造はオイシア㈱が行い、当社及びオイシア㈱が販売しております。 

  

（その他事業） 

物流事業はスナックフード・サービス㈱が行っております。販売促進ツール（POP等）の企画制作・発送代行サ

ービスは当社が行っております。 

  

２．企業集団の状況

カルビー㈱（2229）平成25年３月期決算短信

8



  
事業の系統図は、次のとおりであります。 
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当社グループは、「私たちは、自然の恵みを大切に活かし、おいしさと楽しさを創造して、人々の健やかな暮ら

しに貢献します」という企業理念のもと、スナック菓子市場で価値ある製品を創造するリーディングカンパニーと

して、事業活動を行っております。 

また、「顧客・取引先から、次に従業員とその家族から、そしてコミュニティから、最後に株主から尊敬され、

賞賛され、そして愛される会社になる」ことをビジョンとして掲げ、更なる企業価値の向上を図ってまいります。 

  

当社グループは、収益性と財務の健全性を重視しております。売上高営業利益率15％の達成を長期の目標にして

おります。 

  

今後の経済環境を展望しますと、景気対策等により一部に回復の兆しがあるものの、平成26年４月導入予定の消

費税増税により個人消費の伸び悩みが予想され、また、急速な円安の進行に伴う原材料価格や燃料費の高騰など、

依然として厳しい状況が続くものとみられます。食品市場を取り巻く環境は大きく変化し、これまで以上にお客様

の嗜好の多様性や食品の安全・安心に対する意識の高まりが予想されます。このような環境の中で、将来の成長に

向けた事業展開は、国内市場はもとよりグローバル市場を見据えながら、より一層のスピードと競争力を持って対

応していくことが経営の重要課題と認識しております。 

当社グループは、引き続き、イノベーション（成長戦略）とコスト・リダクションを経営の二本柱として、継続

的成長と高収益体質の実現を図ってまいります。 

  

１．イノベーション（成長戦略） 

① 海外事業の拡大 

中長期的な成長を図るためには、海外における既存事業拡大と新規市場開拓は必須であると考えておりま

す。中国、北米、アジア、オセアニア、欧州、ロシアを重点地域とし、それぞれの地域に受け入れられる価格

と製品を提供していくことで海外事業の拡大を図ってまいります。中長期の目標として海外売上比率30％以上

を目指します。 

② 新製品開発 

これまで以上に新製品開発のスピードを高め、お客様から支持されるユニークで価値ある製品の開発を進め

てまいります。 

③ 国内マーケットシェア拡大 

新製品開発及び既存製品のリニューアルやプロモーション活動を通じて、国内スナック菓子市場の拡大とそ

の中でのシェアアップを図ってまいります。また、スナック菓子市場のみならず、国内菓子市場でのトップシ

ェアを目指します。 

④ PepsiCo,Inc.（ペプシコ）との連携強化 

世界最大規模の食品・飲料メーカーであるペプシコを戦略的パートナーとして、両社の経営能力を組み合わ

せ、シナジー効果を発揮してまいります。平成25年４月より、当社グループが生産した「Ruffles® Crispy 

Fries」（Jagabee）をペプシコグループが北米での独占権をもって販売とマーケティング活動を行います。当

社は製品開発力、ペプシコグループは販売力とマーケティング力という互いの強みを生かします。 

⑤ Ｌ＆Ａ（Licensing＆Acquisition：ライセンス契約と事業買収） 

優れた企業、製品があれば、国内だけでなく海外も含めて、Ｌ＆Ａの取組みを進めてまいります。 

⑥ 新規事業開発 

当社グループの事業領域から大きく逸脱することはありませんが、新規事業開発にもチャレンジしてまいり

ます。そのひとつとして、お客様とのダイレクト・コミュニケーションの場となるアンテナショップ「カルビ

ープラス」を展開してまいります。常に新しいメッセージを発信し、新製品や地域限定品のＰＲを行い、企業

イメージの向上を図ります。また、アメリカ・シカゴ生まれの老舗ポップコーン・ブランド「ギャレット ポ

ップコーン ショップス」の日本第１号店を平成25年２月にオープンしました。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題

カルビー㈱（2229）平成25年３月期決算短信
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２．コスト・リダクション 

価格競争力を高めるために、あらゆる事業、分野において一層のコスト・リダクションへの取組みをグループ

全体で進めてまいります。収益構造改革を推進し、国内はもちろんグローバル市場での競争力を持ち、経営環境

の変化に左右されない強い事業基盤の構築を目指します。 

① 原材料費の低減 

海外調達も含めた集中購買を継続推進することに加え、仕入先との協働により、さらなる価格低減に努めて

まいります。あわせて、研究開発本部を中心に製品設計の見直しを行うことで、コスト削減効果を高めてまい

ります。 

② 生産の効率化および稼働率の向上 

工場毎の生産アイテムの見直し、人員の適正化、標準化などにより、生産の効率化を進めます。またマーケ

ティング政策や営業活動との連携により、生産の平準化を図り、工場稼働率を向上させます。すべてのお客様

に魅力的で値ごろ感のある製品・サービスを提供することを目指します。 

カルビー㈱（2229）平成25年３月期決算短信
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,448 17,342

受取手形及び売掛金 18,763 19,787

有価証券 13 13,999

たな卸資産 ※1  4,920 ※1  5,661

繰延税金資産 2,162 2,790

その他 2,540 3,192

貸倒引当金 △2 △3

流動資産合計 47,847 62,770

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 52,246 54,008

減価償却累計額 △31,666 △33,373

建物及び構築物（純額） 20,580 20,634

機械装置及び運搬具 72,183 75,295

減価償却累計額 △58,130 △60,966

機械装置及び運搬具（純額） 14,052 14,329

土地 10,721 10,790

リース資産 473 502

減価償却累計額 △227 △303

リース資産（純額） 245 199

建設仮勘定 1,370 2,701

その他 3,408 3,786

減価償却累計額 △2,838 △2,989

その他（純額） 570 797

有形固定資産合計 47,541 49,453

無形固定資産   

のれん ※3  4,538 ※3  3,954

その他 1,534 1,343

無形固定資産合計 6,073 5,297

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  1,264 ※2  1,359

長期貸付金 175 294

繰延税金資産 361 538

前払年金費用 2,420 2,291

その他 ※2  2,883 ※2  2,891

貸倒引当金 △93 △103

投資その他の資産合計 7,012 7,270

固定資産合計 60,627 62,022

資産合計 108,474 124,793
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,595 6,671

リース債務 117 112

未払金 3,141 3,891

未払法人税等 3,885 5,031

繰延税金負債 85 95

賞与引当金 3,287 3,644

役員賞与引当金 211 192

災害損失引当金 57 －

その他 5,254 6,827

流動負債合計 22,636 26,468

固定負債   

長期借入金 6 7

リース債務 195 145

繰延税金負債 370 269

退職給付引当金 3,611 3,973

役員退職慰労引当金 497 527

資産除去債務 623 631

その他 114 85

固定負債合計 5,420 5,639

負債合計 28,056 32,107

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,252 11,586

資本剰余金 10,820 11,154

利益剰余金 56,141 64,215

株主資本合計 78,213 86,956

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9 98

為替換算調整勘定 △560 500

その他の包括利益累計額合計 △550 598

新株予約権 85 50

少数株主持分 2,669 5,079

純資産合計 80,417 92,685

負債純資産合計 108,474 124,793
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 163,268 179,411

売上原価 ※1, ※3  94,187 ※1, ※3  100,889

売上総利益 69,081 78,522

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  56,833 ※2, ※3  62,731

営業利益 12,247 15,790

営業外収益   

受取利息 25 36

受取配当金 52 58

不動産収入 75 70

再商品化委託料精算金 79 44

為替差益 － 1,115

その他 323 244

営業外収益合計 557 1,569

営業外費用   

支払利息 5 2

製品回収関連費用 53 －

減価償却費 27 79

開業費 0 85

為替差損 103 －

その他 126 64

営業外費用合計 318 232

経常利益 12,486 17,127

特別利益   

固定資産売却益 ※4  260 ※4  114

助成金受入益 230 －

負ののれん発生益 537 －

災害損失引当金戻入額 163 －

その他 7 5

特別利益合計 1,200 119

特別損失   

固定資産売却損 ※5  29 ※5  49

固定資産除却損 ※6  165 ※6  191

減損損失 ※7  33 ※7  313

災害による損失 258 －

関係会社整理損 129 －

製品回収関連費用 － 370

業務委託契約改定損 － 322

その他 134 19

特別損失合計 752 1,267

税金等調整前当期純利益 12,934 15,979

法人税、住民税及び事業税 5,705 7,258

法人税等調整額 △171 △943

法人税等合計 5,534 6,314

少数株主損益調整前当期純利益 7,400 9,664

少数株主利益 303 224

当期純利益 7,096 9,440

カルビー㈱（2229）平成25年３月期決算短信

14



 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 7,400 9,664

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 71 88

為替換算調整勘定 99 1,788

その他の包括利益合計 ※1  171 ※1  1,876

包括利益 7,571 11,541

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 7,305 10,589

少数株主に係る包括利益 265 952
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 10,744 11,252

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 507 334

当期変動額合計 507 334

当期末残高 11,252 11,586

資本剰余金   

当期首残高 10,312 10,820

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 507 334

当期変動額合計 507 334

当期末残高 10,820 11,154

利益剰余金   

当期首残高 49,938 56,141

当期変動額   

剰余金の配当 △893 △1,366

当期純利益 7,096 9,440

当期変動額合計 6,203 8,073

当期末残高 56,141 64,215

株主資本合計   

当期首残高 70,995 78,213

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 1,015 668

剰余金の配当 △893 △1,366

当期純利益 7,096 9,440

当期変動額合計 7,218 8,742

当期末残高 78,213 86,956
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △62 9

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 71 88

当期変動額合計 71 88

当期末残高 9 98

為替換算調整勘定   

当期首残高 △697 △560

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 137 1,060

当期変動額合計 137 1,060

当期末残高 △560 500

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △759 △550

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 208 1,148

当期変動額合計 208 1,148

当期末残高 △550 598

新株予約権   

当期首残高 102 85

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） △17 △34

当期変動額合計 △17 △34

当期末残高 85 50

少数株主持分   

当期首残高 2,585 2,669

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 83 2,410

当期変動額合計 83 2,410

当期末残高 2,669 5,079

純資産合計   

当期首残高 72,924 80,417

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 997 634

剰余金の配当 △893 △1,366

当期純利益 7,096 9,440

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 292 3,559

当期変動額合計 7,493 12,267

当期末残高 80,417 92,685
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 12,934 15,979

減価償却費 6,676 6,318

減損損失 33 313

のれん償却額 596 620

負ののれん発生益 △537 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12 11

賞与引当金の増減額（△は減少） 193 351

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 29 △18

退職給付引当金の増減額（△は減少） 276 346

前払年金費用の増減額（△は増加） 116 129

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 73 29

受取利息及び受取配当金 △78 △95

支払利息 5 2

為替差損益（△は益） △40 △1,153

助成金受入益 △230 －

投資有価証券売却損益（△は益） △7 △4

投資有価証券評価損益（△は益） 7 18

固定資産売却損益（△は益） △231 △65

固定資産除却損 165 191

関係会社整理損 129 －

災害損失 95 △57

売上債権の増減額（△は増加） △7,626 △728

たな卸資産の増減額（△は増加） △645 △629

仕入債務の増減額（△は減少） 931 △56

未収入金の増減額（△は増加） △81 △195

未払金の増減額（△は減少） △538 494

未払消費税等の増減額（△は減少） △53 174

その他 141 1,367

小計 12,322 23,344

利息及び配当金の受取額 82 129

利息の支払額 △6 2

助成金の受取額 230 －

災害損失の支払額 △1,311 －

法人税等の支払額 △4,267 △6,148

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,049 17,328
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △5,102 △6,945

有形固定資産の売却による収入 425 275

無形固定資産の取得による支出 △320 △353

有価証券の取得による支出 － △3,000

投資有価証券の取得による支出 △17 △23

投資有価証券の売却による収入 6 43

投資有価証券の償還による収入 － 13

関係会社株式の取得による支出 △399 －

貸付けによる支出 △99 △196

貸付金の回収による収入 109 82

定期預金の預入による支出 － △6,020

定期預金の払戻による収入 － 3,010

差入保証金の差入による支出 △147 △93

差入保証金の回収による収入 313 204

その他 △115 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,347 △12,999

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △102 －

長期借入金の返済による支出 △184 △0

ストックオプションの行使による収入 997 634

リース債務の返済による支出 △110 △117

配当金の支払額 △893 △1,366

少数株主からの払込みによる収入 － 1,614

少数株主への配当金の支払額 △117 △156

財務活動によるキャッシュ・フロー △411 607

現金及び現金同等物に係る換算差額 △79 946

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,210 5,883

現金及び現金同等物の期首残高 18,238 19,448

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  19,448 ※1  25,331
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該当事項はありません。 

  

  

１. 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数        21社 

（連結子会社の名称） 

カルビー食品㈱ 

カルビーポテト㈱ 

スナックフード・サービス㈱ 

ガーデンベーカリー㈱ 

タワーベーカリー㈱ 

スターベーカリー㈱ 

㈱カルナック 

オイシア㈱ 

カルビー・イートーク㈱ 

ジャパンフリトレー㈱ 

ICSインベストメント㈱ 

Calbee America,Inc. 

Calbee North America,LLC 

Calbee Tanawat Co.,Ltd. 

Calbee Four Seas Co.,Ltd. 

カルビー四洲（汕頭）有限公司 

青島カルビー食品有限公司 

烟台カルビー商貿有限公司 

HAITAI-CALBEE Co.,Ltd. 

カルビー（杭州）食品有限公司 

台北カルビー食品股份有限公司 

なお、前連結会計年度におけるRDO-CALBEE FOODS,LLCは、当連結会計年度において社名を変更しCalbee 

North America,LLCとなっております。 

  

（連結の範囲の変更） 

当社のグローバル戦略のもと、当社製品の売上高とシェアの拡大を図るため、平成24年８月に合弁会社で

あるカルビー（杭州）食品有限公司及び台北カルビー食品股份有限公司を設立し、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。 

また、アジアにおけるスナック菓子の有望な市場の一つであるインドネシアにおいて合弁会社を今後設立

することを目的として、平成25年２月にICSインベストメント㈱を設立し、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

  

(2)非連結子会社の名称 

非連結子会社はありません。 

  

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)
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２. 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用している非連結子会社及び関連会社の名称 

持分法を適用している非連結子会社及び関連会社はありません。 

  

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称 

（関連会社） 

㈱ポテトフーズ 

広島農産物流通事業協同組合 

㈱ソシオ工房 

  

（持分法を適用しない理由） 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

  

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、ICSインベストメント㈱、Calbee America,Inc.、Calbee North America,LLC、Calbee 

Tanawat Co.,Ltd.、カルビー四洲（汕頭）有限公司、青島カルビー食品有限公司、烟台カルビー商貿有限公司、

HAITAI-CALBEE CO.,Ltd.、カルビー（杭州）食品有限公司及び台北カルビー食品股份有限公司の決算日は12月31

日であります。 

連結財務諸表の作成にあたって、３月31日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  

４. 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａ. 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

ｂ. その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

②たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

ａ. 製品及び仕掛品 

総平均法 

ｂ. 商品・原材料及び貯蔵品 

移動平均法 

  

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        15～31年 

機械装置        10年 
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また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する定額法によっております。 

  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

それぞれ102百万円増加しております。 

  

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

  

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う額を計上

しております。 

  

③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度に見合う支給見込額に基づき計上してお

ります。 

  

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

また、当社従業員のうち準社員については、内規に基づく連結会計年度末要支給額の全額を計上しており

ます。 

なお、一部の連結子会社については簡便法を適用しております。 

  

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額の全額を計上しておりま

す。 

  

(4)重要な繰延資産の処理方法 

開業費 

支出時に全額費用として処理する方法を採用しております。 
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(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて

おります。 

  

(6)のれんの償却方法及び償却期間 

のれんについては、５年、10年又は20年間の均等償却をおこなっております。 

負ののれんについては、５年間の均等償却をおこなっております。 

  

(7)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

  

(8)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、「営業外収益」に独立掲記しておりました「受取損害賠償金」（当連結会計年

度3百万円)については、金額が僅少となったため、当連結会計年度は「その他」に含めて表示しておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取損害賠償金」に表示して

いた72百万円は、「その他」に組み替えております。 

  

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「開業費」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた127百

万円は、「開業費」0百万円、「その他」126百万円として組み替えております。 

  

  

  

（中国事業戦略の一部変更） 

前連結会計年度において、重要な後発事象に関する注記として開示していた「中国合弁会社（子会社）の

設立」については、合弁会社の設立に関する契約に従い、天津市に天津カルビー食品有限公司の設立の準備

を進めてまいりましたが、中国市場開拓のスピードアップと経営の合理化を図るため、天津カルビー食品有

限公司の設立は行わず、浙江省に設立したカルビー（杭州）食品有限公司のもとに天津分公司（支社）を設

置し、事業を開始することといたしました。 

  

（当社連結子会社の吸収合併） 

当社は、平成25年３月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるオイシア㈱を吸収合併する

ことを決議し、平成25年７月１日を効力発生日とする合併契約を締結しております。 

①合併の目的 

グループ経営の効率化とシリアル事業の強化を図るため、本合併を行うものであります。 

②合併する相手会社の名称 

オイシア㈱ 

③合併の方式 

当社を存続会社、オイシア㈱を消滅会社とする吸収合併方式であります。 

④合併比率及び合併交付金等 

オイシア㈱は、当社の100％子会社であるため、本合併による新株式の発行、資本金の増加及び合併交

付金はありません。 

  

(表示方法の変更)

(追加情報)
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※１  たな卸資産の内訳 

  

 
  

※２  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

 
  

※３  のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。 

  

 
  

  

  

※１  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額（△は戻入額）は、次のとおりでありま

す。 

  

 
  

※２  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

 
  

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

商品及び製品 1,567百万円 1,752百万円

仕掛品 1,126百万円 1,417百万円

原材料及び貯蔵品 2,226百万円 2,491百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

投資有価証券(株式) 11百万円 11百万円

その他(出資金) 2百万円 2百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

のれん 4,541百万円 3,954百万円

負ののれん 2百万円 －百万円

差引 4,538百万円 3,954百万円

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

  売上原価 △19百万円 △1百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

販売促進費 17,936百万円 21,723百万円

広告宣伝費 3,589百万円 3,912百万円

運賃 9,906百万円 9,993百万円

給料・雑給 10,140百万円 10,091百万円

役員退職慰労引当金繰入額 105百万円 96百万円

賞与引当金繰入額 1,641百万円 2,343百万円

役員賞与引当金繰入額 211百万円 192百万円

退職給付費用 827百万円 938百万円

貸倒引当金繰入額 －百万円 12百万円
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※３  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

  

 
  

※４  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

※５  固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

※６  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

一般管理費 1,809百万円 2,285百万円

当期製造費用 1百万円 2百万円

    計 1,811百万円 2,288百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械装置及び運搬具 0百万円 8百万円

土地 258百万円 106百万円

その他 1百万円 0百万円

  計 260百万円 114百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物及び構築物 －百万円 34百万円

機械装置及び運搬具 1百万円 3百万円

土地 27百万円 11百万円

その他 0百万円 －百万円

  計 29百万円 49百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物及び構築物 32百万円 42百万円

機械装置及び運搬具 121百万円 87百万円

土地 2百万円 －百万円

リース資産 0百万円 1百万円

建設仮勘定 4百万円 49百万円

その他 4百万円 6百万円

無形固定資産 －百万円 3百万円

  計 165百万円 191百万円
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※７  減損損失 

    前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

  

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。 

 
（減損に至った経緯） 

上記の固定資産は、退店が決定した店舗であり、今後の利用計画もないことから、回収可能価額まで帳簿価

額を減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

（資産のグルーピングの方法） 

地域別を基本とし、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、個々の物件単位でグルーピングし

ております。 

（回収可能価額の見積り方法） 

回収可能価額は、正味売却価額に基づいて算定しております。売却や他の転用が困難な資産については零と

しております。 

  

    当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。 

 
（減損に至った経緯） 

上記の固定資産については、今後の利用計画もなく、時価も著しく下落しており、資産価値が帳簿価額に対

して下落しているため、回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。 

（資産のグルーピングの方法） 

地域別を基本とし、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、個々の物件単位でグルーピングし

ております。 

（回収可能価額の見積り方法） 

回収可能価額は、正味売却価額に基づいて算定しており、土地については不動産鑑定士による評価額を基礎

として評価しております。また、売却や他の転用が困難な資産については零としております。 

  

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

場所 用途 種類
金額 

(百万円)

米国カリフォルニア州 店舗 建物等 33

場所 用途 種類
金額 

(百万円)

栃木県宇都宮市他１件 遊休資産
建物及び機械装置等

土地
313

(連結包括利益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金

  当期発生額 119百万円 118百万円

  組替調整額 △0百万円 13百万円

    税効果調整前 118百万円 132百万円

    税効果額 △46百万円 △44百万円

    その他有価証券評価差額金 71百万円 88百万円

為替換算調整勘定

  当期発生額 △30百万円 1,788百万円

  組替調整額 129百万円 －百万円

    税効果調整前 99百万円 1,788百万円

    税効果額 －百万円 －百万円

    為替換算調整勘定 99百万円 1,788百万円

その他の包括利益合計 171百万円 1,876百万円
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    前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

    新株予約権の権利行使による増加    623,500株 

  

２. 新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

 
（注）第１回ストック・オプションとしての新株予約権は、会社法の施行日前に付与されたストック・オプション

であるため、残高はありません。 

  

３. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

    当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

    新株予約権の権利行使による増加    396,500株 

  

２. 新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

 
（注）第１回ストック・オプションとしての新株予約権は、会社法の施行日前に付与されたストック・オプション

であるため、残高はありません。 

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 31,917,450 623,500 － 32,540,950

会社名 新株予約権の内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数 
（株）

当連結会計年度末残高 
（百万円）

提出会社

第１回ストック・オプション
としての新株予約権 （注）

－ － －

第２回ストック・オプション
としての新株予約権

－ － 85

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
  配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月28日 
定時株主総会

普通株式 893 28 平成23年３月31日 平成23年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
  配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,366 42
平成24年 
３月31日

平成24年 
６月28日

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,540,950 396,500 － 32,937,450

会社名 新株予約権の内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数 
（株）

当連結会計年度末残高 
（百万円）

提出会社

第１回ストック・オプション
としての新株予約権 （注）

－ － －

第２回ストック・オプション
としての新株予約権

－ － 50
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３. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

  

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。 

  

 
  

  

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
  配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月27日 
定時株主総会

普通株式 1,366 42 平成24年３月31日 平成24年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
  配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,042 62
平成25年 
３月31日

平成25年 
６月27日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金 19,448百万円 17,342百万円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

－百万円 △3,010百万円

有価証券勘定に含まれる 
譲渡性預金

－百万円 3,000百万円

有価証券勘定に含まれる 
コマーシャルペーパー

－百万円 2,999百万円

有価証券勘定に含まれる 
合同運用指定金銭信託

－百万円 5,000百万円

現金及び現金同等物 19,448百万円 25,331百万円
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１. 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社３社は、確定給付型の制度として、規約型企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。その他の国内連結子会社と一部の国外連結子会社では、退職一時金制度のみを設けております。また、当

社は、確定拠出年金制度及び前払退職金制度を採用しております。 

  

２. 退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 

 
(注)１  「退職給付債務」には執行役員分が含まれております。 

２  当社の退職給付制度の一部及び一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用してお

ります。 

  

３. 退職給付費用に関する事項 

（単位：百万円） 

 
(注)１  執行役員の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

２  簡便法を採用している当社及び連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

  

(退職給付関係)

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

（1）退職給付債務 △11,701 △14,049

（2）年金資産 9,052 9,738

（3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △2,648 △4,311

（4）未認識数理計算上の差異 1,498 2,027

（5）未認識過去勤務債務 △40 602

（6）連結貸借対照表純額（(3)＋(4)＋(5)） △1,190 △1,682

（7）前払年金費用 2,420 2,291

（8）退職給付引当金（(6)－(7)） △3,611 △3,973

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

（1）勤務費用 692 720

（2）利息費用 210 219

（3）期待運用収益 △88 △89

（4）数理計算上の差異の費用処理額 212 251

（5）過去勤務債務の費用処理額 △13 8

小計 1,013 1,109

（6）確定拠出年金への掛金支払額 112 115

（7）臨時に支払った割増退職金等 87 158

合計 1,214 1,383
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４. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

(2)割引率 

 
(注)期首時点の計算において適用した割引率は当社及び一部の連結子会社において2.0％でありましたが、期末時

点において再検討を行った結果、割引率の変更により退職給付債務の額に影響を及ぼすと判断し、割引率を当

社は1.2％に、一部の連結子会社は1.3％に変更しております。 

  

(3)期待運用収益率 

 
  

(4)過去勤務債務の額の処理年数 

５年（発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しております。）

  

(5)数理計算上の差異の処理年数 

12年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。） 

  

  

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1.5～2.0％ 1.2～1.5％

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1.0％ 1.0％
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１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

(注)前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

 
  

(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

（繰延税金資産）

貸倒引当金 0百万円 2百万円

賞与引当金 1,351百万円 1,493百万円

未払費用 377百万円 745百万円

未払事業税 280百万円 384百万円

退職給付引当金 384百万円 551百万円

役員退職慰労引当金 131百万円 196百万円

株式報酬費用 30百万円 17百万円

減価償却費 125百万円 146百万円

減損損失 242百万円 347百万円

資産除去債務 182百万円 231百万円

その他有価証券評価差額金 0百万円 －百万円

その他 449百万円 593百万円

  繰延税金資産小計 3,556百万円 4,709百万円

評価性引当額 △539百万円 △703百万円

  繰延税金資産合計 3,017百万円 4,005百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 －百万円 △43百万円

固定資産圧縮積立金 △628百万円 △605百万円

資産除去債務 △75百万円 △63百万円

その他 △244百万円 △329百万円

  繰延税金負債合計 △948百万円 △1,042百万円

  差引：繰延税金資産純額 2,069百万円 2,963百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 2,162百万円 2,790百万円

固定資産－繰延税金資産 361百万円 538百万円

流動負債－繰延税金負債 △85百万円 △95百万円

固定負債－繰延税金負債 △370百万円 △269百万円
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２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 
(注) 当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため注記を省略しております。 

  

  

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

共通支配下の取引等 

(連結子会社間の会社分割) 

１. 取引の概要 

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容 

事業の名称：  食品製造販売事業 

事業の内容：  スナック菓子の製造販売 

  

(2) 企業結合日 

平成24年７月２日 

  

(3) 企業結合の法的形式 

Calbee America,Inc.（当社の連結子会社）を分割会社とし、Calbee North America,LLC（当社の連結子会社）

を承継会社とする会社分割 

  

(4) 結合後企業の名称 

結合当事企業の名称変更はありません。 

  

(5) 取引の目的を含む取引の概要 

当社のグローバル戦略のもと、北米事業のさらなる強化を図るため、Calbee America,Inc.の食品製造販売事業

のうちスナック菓子の製造販売のすべてをCalbee North America,LLCに分割し、北米でのスナック事業のすべて

をCalbee North America,LLCに一本化するものであります。今後は、Calbee North America,LLCのもとで現地の

リソースを最大限活用し、北米事業の拡大を図ってまいります。 

なお、当社は、所有するCalbee North America,LLCの持分をCalbee America,Inc.に現物出資したことにより、

Calbee North America,LLCの持分の50.0％を間接所有することとなりました。 

  

２. 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取

引として会計処理を行っております。 

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.4％ －％

（調整）

交際費等永久に損金算入されない項目 1.7 －

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △1.4 －

法人税額の特別控除額 △0.5 －

住民税均等割等 0.7 －

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.2 －

評価性引当額の増減 △1.3 －

連結子会社の税率差異 △0.9 －

連結仕訳による影響 2.1 －

その他 0.8 －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.8％ －％

(企業結合等関係)
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当社グループの報告セグメントは「食品製造販売事業」のみであるため、セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

  

  

１. 関連当事者との取引 

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

    前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

  

 
(注)１  取引金額には消費税等は含まれておりません。 

      ２  取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 平成17年２月15日開催の臨時株主総会決議により、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並

びに第280条ノ27の規定に基づき付与されたストック・オプションの当連結会計年度における権利行使を

記載しております。 

なお、「取引金額」欄は、当連結会計年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数

に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。 

 (2) 平成21年６月24日開催の定時株主総会決議により、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき

付与されたストック・オプションの当連結会計年度における権利行使を記載しております。 

なお、「取引金額」欄は、当連結会計年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数

に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。 

  

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 
(注１)

科目

期末 
残高 
(百万
円)

役員及び 
その近親者 
 

松尾雅彦 － －
当社 
相談役

(被所有) 
直接 0.09%

－
新株予約権の権利行使
(注２(1))

24 － －

役員及び 
その近親者

松本  晃 － －
当社代表取
締役会長

(被所有) 
直接 0.19%

－
新株予約権の権利行使
(注２(2))

80 － －

役員及び 
その近親者

伊藤秀二 － －
当社代表取
締役社長

(被所有) 
直接 0.06%

－
新株予約権の権利行使
(注２(1))

12 － －

役員及び 
その近親者

長沼孝義 － －
当社上級副
社長執行役
員

(被所有) 
直接 0.04%

－
新株予約権の権利行使
(注２(1))

24 － －

役員及び 
その近親者

関口晴彦 － －
当社上級副
社長執行役
員

(被所有) 
直接 0.03%

－
新株予約権の権利行使
(注２(1),(2))

24 － －

役員及び 
その近親者

阿紀雅敏 － －
当社上級常
務執行役員

(被所有) 
直接 0.07%

－
新株予約権の権利行使 
(注２(1))

12 － －
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    当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

 
(注)１  取引金額には消費税等は含まれておりません。 

      ２  取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 平成17年２月15日開催の臨時株主総会決議により、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並

びに第280条ノ27の規定に基づき付与されたストック・オプションの当連結会計年度における権利行使を

記載しております。 

なお、「取引金額」欄は、当連結会計年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数

に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。 

 (2) 平成21年６月24日開催の定時株主総会決議により、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき

付与されたストック・オプションの当連結会計年度における権利行使を記載しております。 

なお、「取引金額」欄は、当連結会計年度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式数

に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。 

  

(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

２. 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

  

  

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 
(注１)

科目

期末 
残高 
(百万
円)

役員及び 
その近親者 
 

松尾雅彦 － －
当社 
相談役

(被所有) 
直接 0.02%

－
新株予約権の権利行使
(注２(1))

12 － －

役員及び 
その近親者

松本  晃 － －
当社代表取
締役会長

(被所有) 
直接 0.06%

－
新株予約権の権利行使
(注２(2))

32 － －

役員及び 
その近親者

伊藤秀二 － －
当社代表取
締役社長

(被所有) 
直接 0.05%

－
新株予約権の権利行使
(注２(1))

12 － －

役員及び 
その近親者

長沼孝義 － －
当社上級副
社長執行役
員

(被所有) 
直接 0.03%

－
新株予約権の権利行使
(注２(1))

12 － －

役員及び 
その近親者

関口晴彦 － －
当社上級副
社長執行役
員

(被所有) 
直接 0.01%

－
新株予約権の権利行使
(注２(2))

32 － －

役員及び 
その近親者

阿紀雅敏 － －
当社上級常
務執行役員

(被所有) 
直接 0.10%

－
新株予約権の権利行使 
(注２(1))

12 － －

役員及び 
その近親者

谷口  豪 － －
当社上級執
行役員

(被所有) 
直接 0.05%

－
新株予約権の権利行使 
(注２(2))

12 － －
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(注)１. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２. １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 
  

 
  

  

該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 2,386.63円 2,658.22円

１株当たり当期純利益金額 220.29円 288.73円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 215.91円 283.65円

項目
前連結会計年度末
(平成24年３月31日)

当連結会計年度末
(平成25年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 80,417 92,685

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 77,663 87,554

差額の主な内訳（百万円）

新株予約権 85 50

少数株主持分 2,669 5,079

普通株式の発行済株式数（株） 32,540,950 32,937,450

普通株式の自己株式数（株） － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の
数（株）

32,540,950 32,937,450

項目
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 7,096 9,440

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,096 9,440

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 32,215,557 32,696,673

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（百万円） － －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用い
られた普通株式増加数の主要な内訳（株）

新株予約権 653,326 585,419

普通株式増加数（株） 653,326 585,419

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－

(重要な後発事象)
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(1)代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

(2)その他の役員の異動（平成25年６月26日付予定） 

新任取締役候補 

取締役    Hong-Ming Wei（新任） 

(注) 新任取締役候補者 Hong-Ming Weiは、会社法第２条第15号に定める社外取締役候補者であります。 

  

  

５．その他

役員の異動
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